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今 野 健 一
高 橋 早 苗
1.はじめに
人々は､様々な不安や悩みを抱えながら､日々を暮らしている｡ 病気
や事故､失業､貧困､災害､犯罪などに見舞われるという事態は､程皮
の差はあるにせよ､誰にでも起こりうることである｡そうした諸々の香
威から完全に解放されることが不可能であるならば､如何にしてそのリ
スクを回避しまたは小さくしていくのかが､問われなければならない0
20世紀の社会国家･福祉国家は､人間の尊厳に値する生存を人々に｢権
利｣として保障し､その役割を果たすべく各種の法制度を細密に整備し
てきた｡それが､多様なリスクに囲まれた市民個々の生存への配慮を礼
会的に行うシステムとしての｢社会保障｣(SocialSecurity)である｡し
かし､1990年代から顕著になった経済のグローバル化 (globalization)
と､それに寄り添う新自由主義が世界を席捲するなかで､日本において
も､福祉国家のシステムとその理念は危殆に瀕している｡その反作用と
して､社会的な保護を削り取られた人々は､失業や貧困､病気などの脅
威に否応なしに直面させられる｡また､グローバル化と新自由主義的政
策の展開は､家族や職場､地域など既存の社会的ネットワークを解体し
つつある｡こうして､社会的･経済的格差の増大と､人々を保護してき
た社会的紐帯の弱体化は､人々の間でますます大きな不安感を生み出し
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ている｡ 特に見逃せないのは､社会的逸脱としての犯罪事象の増加とい
う現象であり､日本の ｢安仝神話｣のゆらぎは､今や何人の目にも明ら
かになってきている｡
我々は前稿1で､犯罪のリスクが個人のセキュリティ(またはインセキ
ュリティの感情)に如何なる影響を与えているか､個人のセキュリティ
確保のために欧米資本主義諸国で如何なる対応が採られているのかを簡
略に僻撤し､その時点での我々なりの見取り図を示した｡我々の研究は､
日本における犯罪のリスクに対する市民意識の変化のありように着冒し､
今後さらに予想される個人のセキュリティ要求の高まりを呪んで､現代
の日本社会に相応しい個人のセキュリティ確保のありようを見定めるこ
とを､最終の目標としている｡その目標に至る道筋として､既に個人の
セキュリティの問題が社会的に広く認知され､政治的にも重要な争点を
形成するに至っている欧米諸国の動向を把握する作業が不可欠となる0
本論文では､前稿で示した見取り図を背景としつつ､対照的な法 ｡政
治的伝統を有するイギリスとフランスを具体の考察の対象とする｡検討
の手順は次のとおりである｡まず､犯罪率と犯罪恐怖がセキュリティに
対する政治と市民の対応に如何なる影響を及ぼすものであるかを明らか
にする｡次に､警察などの公的部門によるセキュリティ供給の動向を概
観し比較を試みる｡第3に､イギリスを素材に､非国家的なセキュリチ
ィ供給の態様 ｡特徴 ｡問題点を検討する｡その上で､昂進するセキュリ
ティの商品化が挙む問題点を明らかにする｡
2.犯罪率の上昇と犯罪恐怖の上昇
1960年代に入って犯罪率が上昇を始めたイギリスでは､政策文書のな
かで犯罪や非行の上昇が対処を要する問題として言及されるようになる
(『犯罪との戦い』1964年)｡そこでは､既存の刑事司法システムの有効
性が疑問視されることはなかったものの､その後も犯罪率の増加は止ま
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ず､後に刑事司法の枠組みが根本から問われることとなる｡1970年代に
入ると､犯罪に対する対応は､保守党の選挙公約に盛り込まれ､｢法と秩
序｣が継続的なスローガンになっていくが､保守党政権が推進する新煤
守主義的な経済政策は､1980年代にさらなる犯罪率の上昇を招き､青少
年犯罪にいたっては54%の増加を記録した｡英国犯罪調査の結果から､
当該期間に犯罪量が増したばかりか､その質や地理的分布に大きな変化
が生じたことが指摘されている2｡
数十年に及ぶ高い犯罪率の常態化は､人々の思考方法や生活様式に大
きな変化を迫った｡新しく芽生えた人々の意識においては､犯罪 (およ
びその被害者になること)が､人生において滅多に起こらない特別なア
クシデントではなく､誰の日常生活にも起こりうる､ありふれたことに
なった｡かつては一定の社会的距離から犯罪をとらえることができた中
流階級も例外ではなかった3｡増え続ける財産犯罪は､車の所有者や自宅
を留守にするすべての人々に､暴力犯罪は､公共交通機関を利用する人
や夜間外出をするすべての人々に､関係するのである｡こうした感覚は､
犯罪に対する恐怖 (fearofcrime)を以前のレベルから引き上げると同
時に､その恒常性が､集合的に意識されるようになっていく｡
こうした犯罪の集合的経験とその ｢制度化｣にマスメディア (特にテ
レビ)が大きく関与したことはよく指摘される｡ イギリスで80年代以降
に見られた都市暴動や､薬物の乱用､残忍な殺人事件などは､人々に犯
罪や暴力の問題の深刻さを植えつける傾向にあるだけでなく､メディア
のイ'メ-ジで再構成されることによって人々の犯罪恐怖を煽った｡さら
に人々は､都市にあふれる落書きや廃屋､たむろする若者などから､犯
罪を連想し､恐怖を募らせる｡犯罪恐怖の上昇は､犯罪や暴力を､国政
レベルの中心問題へと押し上げる｡ 人々は､政府に不満を抱き警察に一
層のpolicingを求めるだけでなく､後述するように､個人レベルのさま
ざまな適応を余儀なくされる｡
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犯罪恐怖は既に､刑事政策や犯罪学的研究において､犯罪そのものに
匹敵する重要な対象となっている｡ 蓄積された実証的研究から明らかな
のは､個人の犯罪恐怖のレベルが実際に被害にあうリスクとあまり関逮
しないこと､犯罪の間接的経験 (伝聞､うわさ､マスメディアなど)が
重要な影響を及ぼすこと､犯罪恐怖が実際の犯罪率に対応しないことな
どである4｡これらの結果は､犯罪を減少させるだけでは､人々のセキュ
リティに対する欲求を満足させることがないという､重要な示唆を与え
る｡
他方､フランスはどうだろうか｡近年､内務省の犯罪統計等で治安の
悪化や暴力の増大を示す数値が治安当局の解釈とともに明らかにされ､
マスメディアの報道を通じて世論に強い影響を及ぼしている5｡個人のセ
キュリティの問題は､国内政治における重要な争点を形成するものとな
り､既にジョスパン社会党政府の下で､セキュリティが失業に次いで政
府の2番目の優先政策事項であるとされていた6が､直近の大統領選挙で
も候補者たちがこぞってセキュリティ政策の強化 ｡拡充を訴える姿が見
られた7｡また､セキュリティと暴力の問題に関する｢専門家｣(expert)
を自称する人々が､ベストセラーとなる多くの書物を著し､マスメディ
アにも度々登場して､国民に対し大きな影響を及ぼしている8｡
フランス社会は暴力に覆われており､ますますその脅威が高まってい
る- ｡こうした認識は､1990年代初頭にリヨンやパリで起こった一連
の ｢都市暴動｣(6meutesurbaines)の際に､ジャーナリストや政治家､
セキュリティの専門家および多くの知識人の間で共有され､根を下ろす
ことになった｡そして､上述のような政府統計やセキュリティの ｢専門
家｣の言説を通じて､｢都市暴力や増加する犯罪がフランス社会のリスク
を高めており､国民はインセキュリティの感覚を強めている｣という診
断が､一般的なものとなってきた｡では､実際のところはどうだろうか｡
フランス社会における近年の犯罪傾向について､警察統計の信頼性や
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数値の解釈の問題はあるが､概ね次の点を指摘することができる9.-
窃盗や空き巣といった財産への被害は数において最も多い｡~そのなかで
も､車上窃盗､自動車の装飾品窃盗の占める割合が大きく､かつ増加す
る傾向にある｡強盗の件数は､全体として極めて少ないが､僅かずつ増
えている｡身体に対する犯罪､殊に殺人に関しては､次第に減少する傾
向が見られる10｡殺人に次いで最も重大な身体への侵害である強姦につい
ては､警察統計はその増加を示している11｡ 他方､暴行｡傷害は､特に80
年代末から顕著に増加している12｡さらに､薬物犯罪の増加傾向も見て取
れる｡これはここ20年で現れてきた顕著な現象である｡
警察による犯罪議知件数の増加は､しばしば指摘されるように､必ず
しも直ちに治安の悪化を結論づけるものではない｡しかも､上記の全般
的な傾向からは､犯罪事象の直線的かつ顕著な上昇を読み取ることはで
きず､犯罪の性質に応じた多様な特徴を読み取ることができる｡'とは言
え､既に述べたように､フランス社会において､一般に､犯罪の増加と
治安の悪化が印象づけられている以上は､それに伴って犯罪恐怖も高ま
り､自分は安全ではないという感覚が広く共有されるよ･うになることが
推測される｡
一般に､犯罪恐怖とインセキュリティの感情は相伴うものと見られて
おり､フランスでも､統計上 (1982年と1992-94年の2回だけの調査で
あるが)､インセキュリティの感情と犯罪恐怖との間には強い相関関係が
看取されうる13｡尤も､犯罪恐怖だけでは､インセキュリティの感情を十
分には説明できない｡インセキュリティへの一般の関心が高まるのは1970
年代の半ば以降であるが､犯罪恐怖については1990年代から高まりを見
せるのである14｡人々がインセキュリティであると感じるその背景や要因
のさらなる追究が必要とされるであろう｡この点に関して､3つのこと
が指摘されうる｡
第 1に､犯罪者の摘発率の低下などを理由とする､警察の捜査能力香
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その有効性への懐疑である15｡また､比較的軽微な犯罪(特に二輪車盗や
万引きなど)への警察の対応の消極性も､インセキュリティの感情の広
がりに影響があるものと見られる16｡第2に､福祉国家の弱体化に起因す
る生活不安である｡インセキュリティへの関心が現れる70年代は､完全
雇軍の社会が衰退を始めた時期と重なっている.｢最もインセキュリティ
を感じる者は､必ずしも､最も直接的ないし即時的に､脅かされている
わけではない｡彼らは､社会モデルの脆弱化や､それゆえその再生産の
プロセスや最終的にはその持続性を動揺させる不確実性に､最も敏感な
のである｣17｡ 第3に､集団的アイデンティティの保持､またはその喪失
への不安が関わっている｡移民を標的として抱かれる ｢外国人嫌い｣
(Ⅹenophobie)の感情が､捕捉の難しくなっている犯罪者への苛立ちと
結びついて､犯罪者と移民を､｢我々｣ではない｢彼ら｣として形象化し､
その排除を求めるメンタリティを醸成する｡しかし､｢我々｣を定義し､
その輪郭を描き出すことが困難であるから.こそ､｢我々｣の形象を獲得す
るために､外国人 (移民)を嫌悪し排除しようとする反応が現れるとも
言える｡集団的アイデンティティに関わる不安は､インセキュリティの
感情と密接にリンクしているのである18｡
3.犯罪統制 ｡予防政策の概要と方向性
高い犯罪率が常態的になったイギリスでは､犯罪司法制度に対する伝
頼が大きく揺らぐようになる19｡1980年代には､年率で5-7%の犯罪の
増加を記録20し､伝統的なpolicingがもはや有効でないことが自明の事実
となる一方で､犯罪恐怖を背景とする国民のセキュリティに対する需要
はいっそう増大し､国家の正統性が問題となった｡警察 ｡法廷 ｡刑務所
のような国家機関は､犯罪の急増による過剰負担ですでに処理能力の問
題が指績されていたので､組織の目的や優先権の再定式化とシステム化
によって､経済性 ｡効率･有効性を強調する組織へと変容を迫られた210
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犯罪統制碇ついては､内務省内の犯罪学者が主唱する新たな理論的秤
組みに基づいた ｢犯罪予防｣が重要な政策に位置づけられた｡犯罪者個
人よりも犯罪が生じる状況 ･機会に焦点をあて､その機会を減らすこと
によって犯罪を予防するというこのアプローチ22は､犯罪統制の主要な行
為者として国家機関を想定せず､地域当局や他の公的｡私的機関､市氏
との国家機関の協同を強く打ち出すものであった (｢パートナーシップ｣
｢多様な機関｣｢コミュニティの活性化｣｢能動的市民｣)｡こうした政策
は､｢近隣警戒活動｣(NeighbourhoodWatch)のようなコミュニティ集
団の ｢自助｣を促したり､SaferCities23のように警察その他の多様な機
関を巻き込んだプロジェクトを地域に創設することによって､犯罪と犯
罪恐怖を減少させようと試みたものであった｡さらに､1991年のMorgan
Reportは､犯罪統制の焦点を ｢犯罪予防｣から ｢コミュニティ･セーフ
ティ｣へ移し､コミュニティの公的 ･私的な機関が果たす役割の強化を
推奨し､その方向性は1998年のCrimeandDisorderActに引き継がれ
た24｡
このように､犯罪統制においては､イギリスで19世紀後半以来続いた
国家機関 (とりわけ警察)によって独占的に担われる様式から､市民や
私的部門をも含む様式への重要な移行が見られた｡もちろん､この変化
が､刑事政策の刷新やprivatizationなどといった別の側面と密接に関わ
っていることは言うまでもない｡これらの政策転換がセキュリティの供
給に意味するものは､セキュリティ追求の自助努力と自己責任の上昇や､
セキュリティの商品化である｡これらの点については､次の項で詳しく
述べる｡
他方､国家の正統性が問題化しているという点では､フランス国家ち
例外であるわけではない｡前述のように､｢治安の悪化｣はインセキュリ
ティの感覚として市民意識に投影され､犯罪者の捕捉に失敗する警察の
能力への疑義はより深まっている｡また､アメリカやイギリスで発展さ
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せられた新自由主義の世界的席捲を受けて､フランスの ｢強い国家｣モ
デルにも新自由主義的な改革戦略の影響が見られる｡しかし､｢一にして
不可分の共和国｣の伝統に底礎された特有の法文化を保持し続けるフラ
ンスの場合､イギリスと比べるとセキュリティ政策のありようは些か異
なっている｡以下､フランスでの政策展開の概要をごく簡略にまとめ25､
その特質を検討する｡
フランスの政策モデルの基礎にあるのは､犯罪予防に向けた｢社会的｣
アプローチである｡このアプローチは､現代フランスの犯罪予防アプロ
ーチの基礎を固めた1982年のボンヌメゾン (Bonnemaison)報告書に由
来する｡同報告書は､社会的な統合と連帯の必要性を強調し､特に､ゲ
ットー 化した｢郊外｣(banlieues)の再統合に力点を置いていた｡取締り
(repression)よりも予防 (prをvention)を重視し､伝統的な刑事司法制
度の枠外で､地方 (特に市町村)レベルでの広汎なパートナーシップに
もとづいた新しい行政構造が構想された｡しかし､その後､ボンヌメゾ
ンのプログラムの熱情は､次第k.薄れてゆく｡犯罪予防は､都市の改良
や社会福祉活動などとともに､都市政策のプログラムのなかで扱われる
ものとなり､刑事政策の領域から社会経済政策の領域へとシフトされる｡
1990年代半ばからは､公的なまたはそれに準ずる雇用の創出と､地域環
境の荒廃をもたらす行為 (incivilt芭S)や秩序違反行為への対応が､都市
政策の新しい方向性となる (地域環境の荒廃を防止するために若者向け
の雇用創出が考えられている)｡その後､90年代後半にかけて､予防的な
セキュリティよりも､秩序違反行為の取締りを担当する国家諸機関の役
割を重視する政策が､相次いで採用された｡例えば､1997年には､市町
村長 ｡県知事 ｡共和国検察官らの協力で作られる ｢地方セキュリティ契
約｣(contratslocauxdesecurite)の仕組みが設けられ､発展を続けて
いる26｡ この仕組みの下で､英米におけるcommunitypolicingの流れに
属する｢近隣警察｣(policedeproximit芭)制度の導入が促進された｡ま
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た､｢近隣裁判所｣(justicedeproximit芭)の政策展開の結果として､｢正
義と法の家｣(maisonsdelajusticeetdudroit)などの施設が､軽微な
犯罪の多発するセンシブルな地区に設けられるようになっている270
このように､近年のフランスにおける警察と司法の活動領域の拡大は
明らかである｡特に､地域環境の荒廃への対処が重視されるようになっ
てからは､警察などによるその取締りへの要求が次第に増している｡公
行政の存在は退潮傾向にあるとは言えない｡確かに､セキュリティ産莱
は､フランスでも既に､広汎な活動領域を確保している｡しかし､イギ
リスと異なり､その展開と成長が公的規制を受けないばかりか奨励され
さえするような状況に､フランスはない｡むしろ､セキュリティ産業は､
その成長を脅威と見なす警察に不信感や嫌悪感を抱かせることとなり､
公共部門との共存に至るには多くの時間を要したのである28｡
｢社会的｣予防のフランス的伝統は､その内実を依然失っていないが､
他方で､犯罪取締り機関の活動が重点化されることに伴い､次第に周辺
化しつつあるように見える｡その背景には､｢社会的予防は､それが取締
りを伴う場合にのみ予防的なものとなる｣という考え方が横たわってい
よう29｡他方で､フランスにおける分権化や地域化の傾向は､イギリス(あ
るいはアメリ*)のように､コミュニティ (Community)に訴えること
とは性質を異にする｡｢一にして不可分の共和国｣理念に強くコミットす
るフランスでは､エスニックなアイデンティティ､文化的なアイデンチ
ィティの存在を認める公式の言説は存在しない｡特にアメリカ的な人檀
的｢ゲットー 化｣(gbettoization)と不可分のものと見なされる｢共同体｣
(communaute)概念は､ネガティヴに過される傾向が強い30｡
4.Communitarianism,Vigilantism,Privatization
イギリスでは､1980年代に入って､犯罪防止に関する警察の役割を縮
小させようとする国家の積極的な試みが､多くの地域で犯罪防止を目的
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とした複数の機関を巻き込むパートナーシップを誕生させた.個人につ
いても､もはや単なる公的サービスの受益者ではなく､自分の身体と財
産を自ら保護する責任を負う自律的市民となることを余儀なくされた0
人々は､犯罪予防のためのボランティアの任務に就くよう奨励されて浴
り､その代表的な例として､｢特別警察官｣(specialconstable)31と｢近
隣警戒活動｣(NeighbourhoodWatch)がある｡
｢特別警察官｣は､その起源が19世紀に遡るもので､正規の警察官の
職琴を補助する市民のボランティア活動である｡政府の政策転換に伴い､
近年､増勢する傾向が見られる｡｢近隣警戒活動｣は､｢犯罪と犯罪恐怖
を減らすための警察とコミュニティのパートナーシップ｣32をその理念と
するもので､1982年に着手されて以来､急速に成長し､｢1990年3月まで
に人口10%をカバーする81,302の企画｣33数に至ったという｡この急成長
ぶりは､人々が自助 (self-help)によって自らのセキュリティを獲得し
ようとする欲求の強さを示すと見られる一方で､さまざまな実証研究の
結果は､実際には､犯罪リスクの高い地区の居住者-最大限の恩恵を受
けるべき人々の参加意欲が低く､犯罪および犯罪恐怖の減少に直接的な
効果を与えないという傾向があることを示してきた34｡それらの研究によ
って明らかにされた参加者像は､実際の犯罪リスクが相対的に低い地区
に居住する､暮らし向きのよい人々であった｡
個人のセキュリティへの欲求は､公的な犯罪統制-の限界や機能不全を
背景に､セキュリティを提供する活動としての｢自警活動｣(vigilantism)
へと結びつく場合がある｡ イギリスでは近年､自警活動が高まりを見せ
ているが､Johnston(1996)によれば､自警活動は次のような要素を含
む運動として規定される｡ すなわち､それは､その参加者と他者にセキ
ュリティを保障しようとする明確かつ熟慮された意図をもち､威力を用
いるかまたは力の威嚇を伴い､国家の権威や支持を背景とせず自発的な
能動市民が携わる社会運動である｡Johnstonは､これを｢自律的シチズ
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ンシップ｣と呼んで､能動的な市民が国家の承認と支援を受ける活動で
ある ｢近隣警戒活動｣のような ｢責任あるシチズンシップ｣とは区別さ
れるとしている｡ 自警活動への理解の仕方や受け止め方には､国によっ
て差異がある35が､一般に､市民的なパトロール集団の活動は肯定的に受
け止められる傾向がある｡しかし､パトロールは､暴力犯罪はもとより､
財産犯罪に対してさえ､あまり効果を持たないか短期的な効果しか持た
ないことが､研究の結果､明らかにされている｡また､多数派の組織す
る自警活動が､コミュニティを外部に対して閉鎖する試みや､奇妙なま
たは無責任な振舞いを槍玉に上げるモラリズムと結びっけて論じられる
という危険性も指摘されている36｡
治安の悪化に対するセキュリティの需要は､私的セキュリティ産業の
拡大を促してきた｡ショッピングモールや空港､学校､オフィスなどの
公共的空間め警備活動に従事する人員や､アラーム､CCTV(closedcircuit
television)､商品管理用電子タグ､および､それらを統合したセキュリテ
ィ｡システムなどのハードウェアの供給は､過去30年間､イギリスにお
いて成長し､また今後も成長し続けると予測されている37｡プライヴァタ
イゼ-ションと市場の自由化を推し進める政府の政策によって､刑事司
法領域においても､刑務所の運営､囚人エスコート､犯罪防止プログラ
ムにおけるCCTVの活用など､私的セキュI)ティの導入が顕著になって
きている38｡
コミュニティ｡レベルでも､実際に私的企業による有料パ トロールを
利用しているところが存在する｡Loader(1997)が指摘するように､私
的セキュリティは警察に勝るサービス (24時間の提供､阻止や予防の強
調､騒音｡迷惑など低レベルのトラブルにも介入する可能性)によって､
犯罪対策の選択肢として人々の意識に定着しつつある｡個人のレベルに
おいても､私的セキュリティの利用は進んでいる｡個人が自らコストを
負担することによって､鍵(錠)､自宅や自動車のアラーム､エントリー
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フォン､保険､ホームセキュリティ｡システムなどを装備するようにな
っている｡さらに､犯罪被害者になることを回避するために､ライフス
タイルや生活習慣を変化させる (例えば､公共交通機関の利用をやめ自
家用車を用いる､留守でも電気を点灯するなど)といった､間接的なコ
ストを負担する傾向にある｡
5.セキュリティの上昇する社会の問題点
1994年の英国犯罪調査 (BritishCrimeSurvey)のデータをもとにし
て､財産を自衛するためのセキュリティ対策のありようを分析したHope
(2000)は､世帯所得が高くなるほど対策の採用数が多いことを明らか
にしたoさらに､高所得の一戸建て所有者は､｢標的の堅固化｣(target
hardening)につながる対策を他のグループに比べてより多く購入する傾
向にあることに加え､保険や ｢近隣警戒活動｣のメンバーシップ､警察
からのsecuritysurveyなどからの恩恵を相対的に多く受けることを指摘
する｡
重要なのは､こうした富裕な人々が､住宅市場のメカニズムによって
同一のコミュニティに居住し集合的な保護を得るだけでなく､社会的資
源に恵まれた｢排外的｣な郊外のコミュニティに所属することによって､
非居住者は共有し得ない特別の私的セキュリティ39を享受するという点で
ある｡個人が居住するコミュニティが豊かであるほど財産犯罪のリスク
が低く､対照的に､近隣の地域の諸条件が貧しいほど私有財産へのリス
クが高いという調査結果は､犯罪リスクの不均等な社会的 ･空間的配分
が､私的セキュリティによって深化する可能性を示唆している｡そうし
て､富裕な郊外では､メンバーシップの純粋性を高めセキュリティのレ
ベルを上げるべく､内と外との境界線をpolicingする究極的な｢排外的｣
形態が､｢ゲイテッド･コミュニティ｣(gatedcommunity)という形で
現れるかもしれない｡
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何人かの研究者が指摘するように､セキュリティの要求は単純に満た
されるものではなく､かえってそれに対する欲求を高めるかもしれない｡
人々の心の内奥に潜む幻想にも似た不安感や恐怖感は､より完全なセ辛
ュリティを求めるメンタリティを生み､自分に悪意を持っている危険な
｢他者｣からの保箸を求めさせるように作用する｡ セキュリティの欲求
が高くなればなるほど､それを充足させることは難しくなる40｡高犯罪率
が常態化する社会では､犯罪恐怖は､個人に禁欲的な適応､すなわち積
極的なリスク回避の努力を強いるが､その一方で､日常生活にあらわれ
る犯罪への密積する不快感は､人々に不満やいらいら､さらなる不安と
いった心理的反応を呼び起こすものとなる｡そうした状況においては､
Garland(2000)が述べるように､逸脱者への理解が促進されること(ノ
ーマルな世界への再統合)は困難であり､彼らへの非難が深刻化し､さ
らにはその排除 (さらなる社会的 ･空間的距離の拡大)に至る可能性が
ある｡
イギリスにおける新保守主義の政治の展開過程を分析してみた場合､
社会的逸脱者の追放｡排除を求める政治的･大衆的なムードの高まりは､
セキュリティ供給の商品化の進展と密接に関わっている41｡自己責任｡自
助努力が喧伝 ｡奨励される社会では､自己のセキュリティにとって危険
となりうる､異質で奇妙な ｢他者｣の排除またはそれとの関係の切断こ
そが､リスクに満ち満ちた生活世界を生き抜くための常識であるのかち
しれない｡しかし､アメリカ｡ロサンゼルスのように ｢社会的分極化と
空間的アパルトヘイト｣42を突き詰めてみたとしても､セキュリティが必
ずしも十全に確保されるわけではない｡むしろ､社会的排除の契機をセ
キュリティの問題構成から捨象する脱政治的な思考こそが､人々を飽く
なきセキュリティ欲求の袋小路へと迷い込ませているのではないだろラ
か｡この点に関しては､さしあたり次のように考えてみたい｡すなわち､
セキュリティの追求は､私的な自衛措置によっては到達できない他者と
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の信頼関係に深く関わる問題であることを再認識すべきではないか､と｡
そうした意味で､Walzer(1983)やLoader(1997)が主張するように､
セキュリティを本来的に ｢社会的なもの｣と捉えること､そして､セキ
ュリティはあらゆる市民が利用可能な公共財であるという理念を発展さ
せることが重要な課題となるであろう43｡
6.むすびにかえて
本論文で明らかにしたのは､およそ次のようなことである｡
第1に､犯罪率と犯罪恐怖の関係について｡イギリスでは､高犯罪率
の常態化により人々の間で犯罪恐怖が高まり､セキュリティの問題が重
要な政治的争点となるとともに､個人的な対応にも影響が及んだ｡尤も､
実証研究の結果からは､犯罪恐怖は実際の犯罪率に対応しないなどの辛
実が明らかにされ､そこからは､犯罪の減少が直ちにインセキュリティ
の感情を弱めるものではないとuう示唆が得られた.他方､フランスで
は､犯罪増加と治安の悪化が警察統計やマスメディアの解釈を通じて壁
論に大きな影響を及ぼしている様子が見られる｡実際にも､犯罪恐怖と
インセキュリティの感情には相関関係があるが､インセキュリティの感
情を説明するのに犯罪恐怖だけ七は不十分であり､政治的 ｡社会的背景
なども考慮に入れる必要があると指摘した｡
第2に､警察などの公的部門によるセキュリティ供給の動向について｡
イギリスでは､国民のセキュリティ要求と国家の治安能力への批判とが
高まり､犯罪統制の方式の転換が迫られた｡その際､多様な諸機関 ｡私
的団体｡市民などの間でのパートナーシップの戦略が採用され､併せて､
コミュニティのイニシアチブとセキュリティ産業の役割の拡大が図られ
た｡フランスでは､1982年以来の犯罪予防に関する ｢社会的｣アプロー
チが､次第に取締り重視の方向へ変質し､軽微な犯罪や秩序を乱す行為
への警察的対応が強められる様子が見られた｡
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第 3に､イギリスに関する､非国家的なセキュリティ供給の態様 ｡特
徴 ｡問題点について｡コミュニティ｡レベルの自助と自己責任の理念を
基礎に､特別警察官や近隣警戒活動への市民の参加が奨励されたが､近
隣警戒活動の効果については､積極的な要素ばかりではない｡自警活動
も近年､流行しているが､その有効性には疑問が呈されている｡セキュ
リティの商品化の局面については､セキュリティ産業の拡大と､多様な
セキュリティツールを利用した個人レベルの対応が見られる｡
最後に､セキュリティが上昇する社会に潜む問題点について｡国家の
脱責任化とセキュリティの商品化が昂進する一方で､逆説的に､人々の
間でインセキュリティの感情は強まることになり､富裕市民による ｢要
塞社会｣(fortress-society)への生活空間の限局と､生活を脅かすリスキ
ーな社会的逸脱者の排除が進んでいる.しかし､多様な他者との対話の
可能性を自ら封じ､武装された空間に脂蹄することの個人的代償と社会
的損失は､決して些細なものではないはずである｡ セキュリティの ｢社
会的｣側面を再認識し､万人に関わる公共財の問題として捉え直す必要
があるのではないか､と指摘した｡
本論文の分析と結論は､欧米の研究においてしばしば言われているこ
とを､我々なりの視角と意図に即して構成し直したものにすぎない44｡本
論文は､今後の研究の本格的展開に備えた覚書の性質を持つものであっ
た｡イギリスとフランスについては､さらに深く検討を重ねる予定であ
るが､他方､今後の研究の展開については､さしあたり､ヨーロッパ請
国とはまた趣を異にするアメリカを素材として行うことを考えている0
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ブルな都市地区を欠oている小規模な市町村でも同様の傾向が見られる.[Dubois-
MauryetChaline2002]
27｢正義と法の家｣については､[ガラボン 2002]を参照｡
28[Ocqueteau1998]｡なお､Ocquteauによれば､フランスでは､セキュリティ企業
はおよそ10万人のエージェントを抱えており､警察官と憲兵の合計人員数 (23万人)
の半分近くに達している｡しかし､国･地方の犯罪予防プログラムにおいてセキュリ
ティ企業が如何なる地位を占めるのかは､必ずしも明らかではない｡そもそも､公的
な議論は､特に市町村警察の役割と権限の問題で飽和状態をこある0
29[Roch芭1999:406]
30[Crawford2002:230]
31｢特別警察官｣制度については､[横内 1994a]を参照｡
32 [Hale1996]
33[Hale1996]
34[Hale1996]
35[zedner2000:206]は､イギリスではGuardianAngelsが歓迎されたが､ドイツ
では､ナチスの記憶が自警活動一般への否定的反応を呼び起こすと指摘している.
36[Johnston2000:148-9]
37[JonesandNewburn1998]
38[JonesandNewburn1998]
39 Hopeは､人々が特定の地域に居住することによって生まれるセキュリティの一形
態 (隣人の慣行や規範､日常的な行動や監視のあり方と､それらに対する信頼に由来
するセキュリティ)に着目する｡郊外の富裕なコミュニティでは､金銭的投資や地域
活動への参加によってセキュリティを獲得しようとする個々の居住者の努力は､当人
を越えて他の居住者にも恩恵を与える｡私的セキュリティのこの集合性･相互性は､
非居住者には全く恩恵をもたらさないことから､｢クラブへの加入｣にたとえ､clubgood
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と呼ばれる｡[Hope2000]
40｢安全の標準を打ち立てることは､不満と不可避的な絶望を上昇させるだけである｣｡
[Zedner2000:202]
41[Loader1997:158]
42 M.Davisの言葉であるolLoader1997:159]
43フランスの政治的実践や公的議論においても､セキュリティの ｢社会的｣な性質と
その確保における｢社会的｣協同の必要性は､(程度の差こそあれ)常に強調されると
ころである｡意法学者のジャック･ロベールは次のように述べている｡｢国内における
セキュリティの政治の基本的な徳性は､あらゆる差別との闘争によって社会組織の堅
固さと安定性を確保することである｡国民共同体の団結なくして国内のセキュリティ
は存在しないo正義なくしてセキュリティも自由も存しない｡それゆえ､不平等､社
会的拒絶､偏見､排除との闘争に資するものはすべて､集団への帰属感を強め､かつ､
共通の充足感､要するに万人のセキュリティを強めるのである｣｡[RobertetDuffar
1999:20ト2]
44我々とは研究視角を異にするが､研究対象に関連性が見られるものとして､欧米に
おける環境犯罪学の展開過程を辿らた [守山 2003]がある.
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